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第１ 監査の種類  定 期 監 査 

第２ 監査の目的 

 定期監査は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「自治法」とい

う。）第 199 条第 4 項の規定に基づき、財務に関する事務の執行及び経営

に係る事業の管理が、自治法第 2条第 14項及び第 15項の規定の趣旨にの

っとりなされているかどうかに主眼をおき、行うものである。 

第３ 監査の対象 

総務企画部（総務課 政策企画課 財政課 情報推進課 税務課） 市民

生活部（市民課 社会福祉課 長寿介護課 国保健康政策課 生活環境課） 

地域振興部（商工雇用政策課 再生可能エネルギー推進室 観光物産課 

スポーツ振興課） 会計課 富江支所 玉之浦支所 教育委員会総務課 

学校教育課 生涯学習課 学校給食センター 文化会館 勤労福祉セン

ター 観光歴史資料館 図書館 小中学校 福江幼稚園 教育委員会分

室 選挙管理委員会事務局（分室を含む。） 

第４ 監査の範囲 

     平成 28 年度における財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管

理。ただし、準公金等に関する事務については、平成 29年度も監査の対象

とした。 

     なお、監査を効果的に実施するため重点項目を次のとおり設定した。 

    【監査の重点項目】 

     (1) 使用料及び手数料に関する事務の執行 

     (2) 補助金に関する事務の執行 

     (3) 準公金等に関する事務の執行 

     (4) 過去の指摘事項等に対する改善状況等 

第５ 監査の期間 

平成 29年 11月 7日から平成 30年 2月 23日まで 

第６ 監査の方法 

 監査の実施に当たっては、あらかじめ財務関係資料、関係帳簿及び証拠

書類の提出を求め、その内容について審査し、疑義不明の事項について関

係職員から事情を聴取した。 

 また、準公金等の管理状況について、現地に赴き、その適否を監査した。 



 

2 

第７ 監査の結果 

 １ 総 括 

    監査の結果、財務に関する事務及び経営に係る事業の執行については、お

おむね適正に行われていると認められた。 

    しかしながら、一部において、次の指摘事項等のとおり改善又は是正すべ

き事項が見受けられたのでその状況を記載する。 

    なお、軽微な事項については、事情聴取等において文書又は口頭により指

導したので、記載を省略した。 

 

 ２ 指摘事項等 

  （１）使用料及び手数料に関する事務について 

   ＜指摘事項＞ 

    ① 中央公園使用料について、利用時間以外の時間に利用する場合及び市

内に住所を有する者以外の者が利用する場合における減免する額の算定

において、10円未満の端数処理の誤りによる使用料の算定誤りが見受け

られた。使用料の算定においては、違算がないようチェック体制の強化

を図るとともに、使用料を納めすぎている場合には速やかに還付等の処

理をされたい。 

      （スポーツ振興課） 

    ② 長手スポーツセンター使用料について、五島市長手スポーツセンター

条例第 8条第 1項第 3号の規定により、第 2条に規定する設置の目的以

外に利用する場合には使用料を徴収すべきところ、選挙などのセンター

の設置目的以外に利用する場合においても、減免申請書を提出すること

なく使用料を無料にしていた。センターの設置目的以外に利用する場合

は、使用料を徴収すべきであり、五島市長手スポーツセンター条例施行

規則別表に掲げる減免の要件に該当する場合には減免申請書を提出させ

るべきである。 

  （スポーツ振興課） 

    ③ 武道館使用料について、市内の官公署が福江武道館を利用した際の使

用料を、公益性があるという理由で免除していた。しかしながら、五島

市武道館条例施行規則別表第 10項に減免の要件として「市内の官公署が、

その目的のために直接利用する場合」を掲げ、その減免の率を 100分 50

と規定するから、同項の規定を適用すべきである。 

（スポーツ振興課） 

    ④ 文化会館使用料については、五島市文化会館条例施行規則別表第 4項

の規定により「市内の保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は
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特別支援学校が、教育活動その他その目的のために利用する場合」及び

第 7項の規定により「構成員のほとんどが市内の児童又は生徒で占めら

れている文化団体が、その目的のために利用する場合」には、減免の率

は 100分の 100と規定されている。ところが、教育委員会においては、

当該団体における練習等の利用が増加し、減免に伴う使用料の減少及び

他の者の利用に支障が生じるとの理由から、演奏会等の練習でホールを

利用する場合には、減免の率を 100分の 50として運用していた。しかし

ながら、この運用は、同規則が定める減免の基準を逸脱しているので、

速やかに運用の見直し又は同規則の改正を検討されたい。 

（文化会館） 

   ＜指導事項＞ 

    ① 庁舎使用料及び普通財産の貸付料において、納入通知書の送付が遅れ

ているもの及び納期限までに納付されていないものが見受けられたので、

納付の督促等適正に処理されたい。 

（財政課 富江支所 玉之浦支所） 

    ② 使用料の減免については、各施設の設置管理に関する条例施行規則に

おいて、減免の要件として「市が主催する行事に利用する場合」と規定

されているところ、市が主催する行事であるかについて確認がなされな

いまま適用している事例が見受けられたので、実施要綱等により確認し、

適正に適用されたい。または、市が主催する行事であるならば市の機関

において利用の申請をされたい。 

     （スポーツ振興課 玉之浦支所） 

    ③ ごみ処理手数料について、納期限までに納付されていないものが見受

けられたので、納付の督促等適正に処理されたい。 

  （生活環境課） 

    ④ 一般廃棄物収集運搬許可申請手数料については、五島市廃棄物の減量

及び適正処理に関する条例第 19条第 1項において、「申請の際に納付し

なければならない」と規定されているが、許可証交付時に納付している

事例が見受けられたので、条例の規定に基づき適正に処理されたい。 

     （生活環境課） 

    ⑤ 五島市中央公園有料施設の使用料については、五島市中央公園条例別

表第 2から別表第 4までにおいて、「営利、営業宣伝その他これらに類す

る目的で利用する場合」は通常の使用料の 100分の 200と規定されてい

るが、営利団体が商品販売及び入場料を徴収するイベントに利用する場

合に適用し、採用面接及び販売セミナーに利用する場合は通常の使用料
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を徴収している。一方、他の施設においては、営利団体が採用面接等に

利用する場合は「営利、営業宣伝その他これらに類する目的で利用する

場合」と判断しており、取扱いが異なっている。公の施設における営利

営業の場合の使用料徴収については、その取扱いに差異が生じないよう、

市として明確な運用基準を設け、条例に基づく適正な使用料の徴収に努

められたい。 

（スポーツ振興課） 

    ⑥ テニスコート及び夜間照明施設の使用料については、各施設の設置管

理に関する条例において「利用の許可を受けた際に納付しなければなら

ない」と規定されているが、利用後に納付している事例が見受けられた

ので、条例の規定に基づき適正に処理されたい。 

     （富江支所） 

    ＜意  見＞ 

      使用料の徴収において、指導事項①のとおり、納入通知書の送付が遅

れているもの及び納期限までに納付されていないものが見受けられた。

収入事務について、調定、徴収、滞納整理等が適正に処理されるよう、

チェック体制を確立する方策を検討されたい。 

     （財政課） 

 

  （２）補助金に関する事務について 

   ＜指摘事項＞ 

    ① 物産振興協会運営費補助金については、補助事業者が行う事業の営業

収益から営業費用を控除して求められる欠損額を補助するものであると

ころ、交付申請時における欠損見込額を概算払により 400万円交付し、

実績報告時には欠損額が生じていないにもかかわらず、そのまま交付額

を確定していた。補助金を交付すべきではないので、交付した補助金を

返還させるべきである。 

（観光物産課） 

    ② 青少年健全育成地区活動費補助金（三井楽地区）については、平成 27

年度において補助対象外経費 72,000 円が含まれていることを認識して

いたにもかかわらず補助金の返還がなされず、さらに、平成 28年度にお

いても適正な精算処理がなされていなかった。交付すべきではなかった

補助金については、速やかに返還を命じられたい。 

（生涯学習課） 

   ＜指導事項＞ 

    ① 交付申請時に提出した事業計画書、収支予算書等の内容を変更する場
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合には、軽微な変更を除き、五島市補助金等交付規則第 11条第 2項第 1

号の規定に基づき、事前に変更の承認を受けるよう補助事業者に対して

指導されたい。 

（総務課 市民課 スポーツ振興課 玉之浦支所 学校教育課 

 生涯学習課） 

 ② 要綱等において毎年度別に定めるとされている交付申請書の提出期限

を定めていないものが見受けられたので、適正に処理されたい。 

（社会福祉課 長寿介護課 国保健康政策課 商工雇用政策課 

 玉之浦支所 生涯学習課） 

    ③ 市が事務局を担当している補助事業について、市が受理した文書と補

助事業者が起案した文書を同一のフォルダに保存しているものが見受け

られた。補助事業の実施主体として当該事業の遂行を目指す立場と当該

事業を指導監督する市の立場を整理し、適正な事務の執行に努められた

い。 

（生活環境課 スポーツ振興課 生涯学習課） 

    ④ 市が事務局を担当している補助事業について、事務局の会計事務担当

者と市の補助金審査を行う担当者が同一であった。補助事業の実施主体

として当該事業の遂行を目指す立場と当該事業を指導監督する市の立場

を整理し、適正な審査が担保される体制を確保されたい。 

（政策企画課 選挙管理委員会事務局） 

    ⑤ 長崎県障害者スポーツ協会事業推進に関する補助金については、要綱

等の定めがなく、補助金の交付目的、条件、補助対象経費、補助率、補

助金額、補助事業の内容等が明確でないことから、要綱等を制定すべき

である。 

（社会福祉課） 

    ⑥ 県民体育大会参加費補助金については、概算払で 320万円を交付して

いるが、約 180万円の返還金が生じていた。概算払で交付する額につい

ては、多額の返還金が生じることのないよう適正な額を交付されたい。 

（スポーツ振興課） 

    ⑦ 五島さんごの町富江観光協会運営費補助金については、補助対象経費

の精査、実績報告書と証拠書類である領収書等の写しとの突合など、交

付申請書及び実績報告書の適正な審査がなされていなかった。適正な審

査が担保される体制を確保されたい。 

（富江支所） 
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    ⑧ 中学校総合体育大会陸上競技大会参加旅費補助金及び長崎県中学校総

合体育大会参加旅費補助金については、実績報告書が要綱等で定める提

出期限を過ぎて提出されているものが見受けられた。補助事業者に対し、

提出期限を厳守するよう指導されたい。 

（教育委員会総務課） 

 

  （３）準公金等に関する事務について   

   ＜指摘事項＞ 

      510 列島まつり実行委員会に係る準公金の取扱いにおいて、職員から

の多額の一時借入や契約変更事務の失念など、不適切な事務が見受けら

れた。準公金の取扱いについては、五島市準公金取扱事務処理規程（以

下「準公金規程」という。）及び当該団体の経理規程にのっとり適切に行

われたい。 

（観光物産課） 

   ＜指導事項＞ 

    ① 準公金に係る預金通帳と銀行届出印を同じ金庫等に保管していた。ま

た、預金通帳と銀行届出印は別に保管しているものの、金庫等の鍵を同

一の職員が管理している状況が見受けられた。事故防止のため個別に管

理されたい。 

（市民課 国保健康政策課 玉之浦支所） 

    ② 準公金に係る預金通帳に暗証番号を登録していた。準公金規程第 6条

第 1項第 1号において、「事故防止のため、原則として暗証番号の登録を

行わないこと」と規定しているので、速やかに是正されたい。 

（観光物産課 スポーツ振興課） 

 

    ③ 準公金に係る支払において多額の現金払が見受けられた。盗難や紛失

などのリスク軽減を図るため、口座振込などの支払方法を検討されたい。 

（スポーツ振興課 学校教育課） 

    ④ 市の嘱託職員が五島市防犯協会の事務を行い、同協会から当該職員の

報酬が支払われていた。市の職員が他の団体の事務に従事すること及び

他の団体から報酬を受けることについて合理的な根拠が示されなかった

ので、職員の身分、従事している業務内容等について整理し、適切な任

用を図られたい。 

（総務課） 

⑤ 大浜地区まちづくり協議会に係る準公金について、事務局費や各事業

費を年度当初に事務局職員に対して資金前渡し、年度末に精算していた。
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資金前渡は、請求書による支払が困難な場合などに現金払をするための

方法であるから、資金前渡の可否について適正に判断するとともに、支

払後は速やかに精算されたい。 

（市民課） 

    ＜意  見＞ 

      今回の定期監査において、小中学校における準公金の取扱いについて

調査を行ったところ、実地調査を行った学校においては、収入及び支出

と証拠書類等との整合、預金通帳、銀行届出印及び領収書の保管状況な

ど準公金に係る事務はおおむね適正であると認められたものの、収入及

び支出に当たって文書による決裁を受けておらず、出納整理簿が整備さ

れていないものがあった。また、準公金取扱事務に関して統一的な規程

がなく、それぞれ独自に管理している状況であった。 

市長においては、準公金規程及び各団体の経理規程にのっとり、準公

金の適正な管理に努めているところであり、小中学校においても、準公

金の適正な事務の執行及び職員による事件及び事故を未然に防ぐことの

必要性を認識し、統一的な事務処理手続を定め、適正かつ安全な管理体

制の整備に努められたい。 

また、学校においては、準公金規程に規定する準公金に該当しない保

護者からの徴収金を取り扱っているが、これらの徴収金については、学

校教育活動に必要な経費であること及び学校という公の施設において会

計処理が行われることから、準公金と同様に統一的な事務処理手続を定

め、適正に取り扱われたい。 

                     （教育委員会総務課 小中学校） 

 

  （４）過去の指摘事項等に対する改善状況等   

    特に指摘する事項等はなかった。 

 

 

 

※指摘事項、指導事項、意見の区分については、8頁の「監査結果の区分」を参照

されたい。 
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資 料 

監査結果の区分 

 

 監査等の実施結果の評価・判断にあたっては、「指摘事項」「指導事項」「意見」

の３つに区分して行う。その取扱基準は、次のとおりとする。 

 

（１）指摘事項（地方自治法第199条第9項） 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、次のいずれかに

該当すると認められる場合で、改善及び是正の措置等を講ずるべき事項として指

摘するもの 

①法令、条例又は通達等に違反しているもの 

②機関の意志決定が適切になされていないもの 

③予算を目的外に支出しているもの 

④収入確保に適切な措置を要するもの 

⑤不必要な予算執行をしているもの又は損害を生じているもの 

⑥経済性、効率性、有効性の観点から改善を要するもの 

⑦前回、指摘事項又は指導事項とした事項のうち、是正・改善されていない

もの 

⑧その他不当又は適正を欠く事項で指摘が適当であると認められるもの 

 

（２）指導事項（地方自治法第199条第9項） 

指摘事項の項目に該当するもののうち、軽易と認められるもの 

 

（３）意見（地方自治法第199条第10項） 

①執行機関等に改善・検討などを促し、又は注意を喚起することが必要と認

められるもの 

②市の組織及び運営の合理化を図るため、特に措置を要すると認められるも

の 

 

 


